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　地域づくり協議会（以下、協議会という。）に対し、1年度当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交付金（「所沢市地域づくり協議会活動支援交付
金交付要綱」に基づき、協議会が実施する地域づくりの事業に要する経費を交付するもの。以下、交付金という。）を交付する。
　具体的な事業としては、広報紙発行事業、文化歴史遺産・自然環境遺産認定事業及び松井村古地図復元事業、M級グルメ推奨事業、協議会啓発事業（カレ
ンダー）を協議会の役員会、広報委員会、遺産認定委員会の意見を伺いながら実施する。

基本
方針

1,000

0 0

0

2,039

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2994-1222担
当
部
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②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業
所沢市地域づくり協議会活動支援交付金交付要
綱

部課コード 050400 ℡

法定受託＋附加

事業コード
地域づくり協議会活動支援事業（松井）

平成 28 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

050405

①事務事業名

終了年度 年度

松井まちづくりセンター

ｸﾞﾙｰﾌﾟ コミュニティ推進グループ

■ □ □

年度

1

→

事業の種別

地域コミュニティ節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢市地域コミュニティ推進プラン

　地域コミュニティの醸成を目指し、地域ネットワーク組織である地域づくり協議会による自主的かつ創意的な地域づくりを促進するため、地
域づくり推進課にて平成25年度から事業を開始したものである。松井地区においては平成26年度に「松井まちづくり協議会」が設立され、そ
の活動支援を行っている。

総合計画の体系 章 コミュニティ 地域コミュニティの醸成

協議会

協議会

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26 年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

1,000

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

地域づくり協議会 平成

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

　人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域づくりを推進するため、自治会・町内会をはじめとする地域内の団体で構成する地域づくり協議会の各
地区への設立を促進し、交付金の交付等を通してその自主的な活動を支援することにより、住民の参加と協働による地域課題の解決とともに、安全、安心な住
みよい地域づくりを進めるため。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

1

2,039

人） （

0.12 人 1,039

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

2,657

一般財源

平成 26 年度

（

28

1,000

（

27 年度平成

1,657

（千円） 年度 （千円）

1,000

1,000 1,000

（千円） 平成

事業

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.19 人

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 

⑥
成
果

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

交付対象事業数 交付金の交付対象となった事業

％ 達成率 100 100

　 項目名 項目説明

成果指標 交付対象事業数

継続

平成28年7月2日に協議会定期総会を終え、交付金対象4事業を含め、計画どおりに
実施できるよう進めている。

4

実 績 3 4
交付金の交付対象となった事業

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

松井まちづくりセンター長　須田　静男

終了

次年度予算

評価日 H28.7.29 評価者職氏名

理由
交付金の上限額から3～4事業に限定せざるを得ず、継続事業と新規事業を
組み合わせて実施している。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
平成28年度の事業効果を見据えながら交付金の上限額の予算を見込んで
いる。

拡大 縮小

6-3参加と協働の推進 無

無

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

現在の交付金上限額では協議会の設立目的を達成するのは難しいため、
交付金の増額と市の人的援助が必要である。

平成26年に発足後、地域に根付いた協議会にするため、各事業を実施するに当た
り、広報紙等を通じて公募を多く取り入れた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

－

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化

※「財源内訳」について


